
総社市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  平成２８年６月２４日 

 

                                       総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市条例第２４号 

 

総社市税条例の一部を改正する条例 

 

総社市税条例（平成１７年総社市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

第６２条の３ 地域再生法（平成１７年法律第２４号。以下「再生法」とい

う。）第７条第１項に規定する認定地域再生計画に記載されている再生法

第５条第４項第５号に規定する地方活力向上地域（以下「地方活力向上地

域」という。）内において再生法第１７条の２第４項に規定する認定地方

活力向上地域特定業務施設整備計画（以下「認定整備計画」という。）に

従って地域再生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省令（平成２７

年総務省令第７３号。以下「地域再生法省令」という。）第２条第１号に

規定する特別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設し，又は

増設した者に係る固定資産税の税率は，第６２条の規定にかかわらず，当

該固定資産に対して新たに固定資産税を課することとなった年度から３

年度分の固定資産税に限り，再生法第１７条の２第１項第１号に掲げる事

業を実施する者については，初年度については１００分の０，第２年度に

ついては１００分の０．３５，第３年度については１００分の０．７とし，

同項第２号に掲げる事業を実施する者については，初年度については１０

０分の０，第２年度については１００分の０．４６７，第３年度について

は１００分の０．９３３とする。 

２ 略 

３ 前２項の適用を受けようとする者は，新たに固定資産税を課することと

なる年度の初日の属する年の１月１日現在における当該固定資産につい

 

第６２条の３ 地域再生法（平成１７年法律第２４号。以下「再生法」とい

う。）第７条第１項に規定する認定地域再生計画に記載されている再生法

第５条第４項第４号に規定する地方活力向上地域（以下「地方活力向上地

域」という。）内において再生法第１７条の２第４項に規定する認定地方

活力向上地域特定業務施設整備計画（以下「認定整備計画」という。）に

従って地域再生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省令（平成２７

年総務省令第７３号。以下「地域再生法省令」という。）第２条第１号に

規定する特別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設し，又は

増設した者に係る固定資産税の税率は，第６２条の規定にかかわらず，当

該固定資産に対して新たに固定資産税を課することとなった年度から３

年度分の固定資産税に限り，再生法第１７条の２第１項第１号に掲げる事

業を実施する者については，初年度については１００分の０，第２年度に

ついては１００分の０．３５，第３年度については１００分の０．７とし，

同項第２号に掲げる事業を実施する者については，初年度については１０

０分の０，第２年度については１００分の０．４６７，第３年度について

は１００分の０．９３３とする。 

２ 略 

３ 前２項の適用を受けようとする者は，新たに固定資産税を課することと

なる年度の初日の属する年の１月１日現在における当該固定資産につい



改 正 後 改 正 前 

て，次の各号に掲げる事項を記載した申請書を１月３１日までに市長に提

出しなければならない。 

(１)～(５) 略 

(６) 再生法第５条第４項第５号に規定する特定業務施設の用に供する機

械及び装置，建物若しくは構築物の取得価額及び取得年月日並びにその

敷地である土地の取得年月日 

(７)及び(８) 略 

４ 略 

  

て，次の各号に掲げる事項を記載した申請書を１月３１日までに市長に提

出しなければならない。 

(１)～(５) 略 

(６) 再生法第５条第４項第４号に規定する特定業務施設の用に供する機

械及び装置，建物若しくは構築物の取得価額及び取得年月日並びにその

敷地である土地の取得年月日 

(７)及び(８) 略 

４ 略 

 

    

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 


